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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし）

玄海３，４号(2016年9月20日版) 東海第二発電所 相違点 

五、発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ロ. 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(i) 本発電用原子炉施設は、(1)耐震構造、(2)耐津波構造に加え、以下の基本的方針のも

とに安全設計を行う。 

a. 設計基準対象施設 

(e) 誤操作の防止 

設計基準対象施設は、プラントの安全上重要な機能に支障をきたすおそれがある機

器・弁等に対して、色分けや安全タッグの取り付けなどの識別管理や人間工学的な操

作性も考慮した監視操作エリア・設備の配置、中央監視操作の盤面配置、理解しやす

い表示方法とするとともに施錠管理を行い、運転員の誤操作を防止する設計とする。 

また、中央制御室は耐震性を有する原子炉補助建屋内に設置し、放射線防護措置(遮

へい及び換気設備の閉回路循環運転の実施)、火災防護措置(消火設備の設置)、照明用

電源の確保措置を講じ、環境条件を想定しても、運転員が運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作することができる設計とするとと

もに、現場操作についても同様な環境条件を想定しても、設備を容易に操作すること

ができる設計とする。 

五 発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ｉ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下の基本的方針

のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

(e) 誤操作の防止 

設計基準対象施設は，プラントの安全上重要な機能に支障をきたすおそれが

ある機器・弁等に対して，色分けや銘板取り付けなどの識別管理や人間工学的

な操作性も考慮した監視操作エリア・設備の配置，中央監視操作の盤面配置，

理解しやすい表示方法とするとともに施錠管理を行い，運転員の誤操作を防止

する設計とする。 

また，中央制御室は耐震性を有する原子炉建屋付属棟内に設置し，放射線防

護措置（遮蔽及び換気空調設備の閉回路循環運転の実施），火災防護措置（感

知・消火設備の設置），照明用電源の確保措置を講じ，環境条件を想定して

も，運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備

を容易に操作することができる設計とするとともに，現場操作についても同様

な環境条件を想定しても，設備を容易に操作することができる設計とする。 

設備名称の相違 

設備名称の相違 
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし）

玄海３，４号(2016年9月20日版) 東海第二発電所 相違点 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.10 誤操作防止及び容易な操作

(1) 設計方針 

発電用原子炉施設は、設計、製作、建設及び試験検査を通じて、信頼性の高いも

のとし、運転員の誤操作等による異常状態に対しては、警報により、運転員が措置

し得るようにするとともに、もし、これらの修正動作が取られない場合にも、発電

用原子炉の固有の安全性及び安全保護回路の作動により、過渡変化が安全に終止す

る設計とする。 

発電用原子炉施設は、運転員の誤操作を防止する設計とする。 

安全施設は、操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時に

もたらされる環境条件及び施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境

条件下においても、運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応する

ための設備を中央制御室及び現場操作場所において容易に操作することができる

設計とする。 

(2) 手順等 

誤操作防止に関して、以下の内容を含む手順等を定める。 

a. 現場手動弁の色分け及び保守・点検作業に係る識別管理方法を定めるととも

に、弁・機器の施錠管理方法を定める。 

b. 中央制御室空調装置の閉回路循環運転に関する運転手順については「1.9 火山

事象に関する基本方針 1.9.2 手順等」及び「1.10 外部火災防護に関する基本方

針 1.10.3 手順等」に示す。 

c. 初期消火活動のための体制及び運用方法等については「10.5 火災防護設備

10.5.1.7手順等」に示す。 

d. 地震発生時は、操作を中止し身体及びプラントの安全確保に努めるよう規定類

に定める。 

1．安全設計 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.10 誤操作の防止

(1) 設計方針 

発電用原子炉施設は，設計，製作，建設及び試験検査を通じて，信頼性の高いも

のとし，運転員の誤操作等による異常状態に対しては，警報により，運転員が措置

し得るようにするとともに，もし，これらの修正動作が取られない場合にも，発電

用原子炉の固有の安全性及び安全保護回路の動作により，過渡変化を収束させる設

計とする。 

発電用原子炉施設は，運転員の誤操作を防止する設計とする。 

安全施設は，操作が必要となる埋由となった事象が有意な可能性をもって同時に

もたらされる環境条件及び施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条

件下においても，運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するた

めの設備を中央制御室及び中央制御室以外の操作場所において，容易に操作するこ

とができる設計とする。 

(2) 手順等 

誤操作防止に関して，以下の内容を含む手順を定め，適切に管理を行う。

ａ．現場手動弁の銘板取り付け及び保守・点検作業に係る識別管理方法を定めると

ともに，弁・機器の施錠管理方法を定め運用する。 

ｂ．中央制御室換気系の閉回路循環運転に関する運転手順については「1.8 火山防

護に関する基本方針」及び「1.9 外部火災防護に関する基本方針」に示す。 

ｃ．初期消火活動のための体制及び運用方法等については「10.5 火災防護設備」

に示す。 

ｄ．地震発生時は，操作を中止し身体及びプラントの安全確保に努めるよう社内規

程類に定め運用する。 

記載表現の相違 

記載表現の相違 

記載表現の相違 

記載表現の相違 

対策の相違 

記載表現の相違 

記載表現の相違
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赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし）

玄海３，４号(2016年9月20日版) 東海第二発電所 相違点 

(誤操作の防止) 

第十条 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたものでなければならな

い。 

2  安全施設は、容易に操作することができるものでなければならない。 

適合のための設計方針 

1 について 

運転員の誤操作を防止するため、盤の配置、操作器具等の操作性に留意するとともに、状

態表示及び警報表示により発電用原子炉施設の状態が正確、かつ迅速に把握できる設計とす

る。また、保守点検において誤りが生じにくいよう留意した設計とする。 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故発生後、ある時間までは運転員の操作を期待し

なくとも必要な安全機能が確保される設計とする。 

さらに、その他の安全施設についても、プラントの安全上重要な機能に障害をきたすおそ

れがある現場の機器・弁や外部環境に影響を与えるおそれがある現場の機器・弁に対して、

色分けによる識別管理を行うとともに、このうち現場の制御盤・弁に対しては施錠管理を行

うことにより、誤操作を防止する設計とする。 

（誤操作の防止） 

第十条 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたものでなければならな

い。 

２ 安全施設は，容易に操作することができるものでなければならない。

適合のための設計方針

第１項について

運転員の誤操作を防止するため，盤の配置，操作器具等の操作性に留意するとともに，

状態表示及び警報表示により発電用原子炉施設の状態が正確，かつ迅速に把握できる設計

とする。また，保守点検において誤りが生じにくいよう留意した設計とする。 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故発生後，ある時間までは，運転員の操作を期

待しなくても必要な安全機能が確保される設計とする。 

さらに，その他の安全施設の操作などについても，プラントの安全上重要な機能を損な

うおそれがある機器・弁やプラント外部の環境に影響を与えるおそれのある現場弁等に対

して，色分けや銘板取り付けによる識別管理を行うとともに，施錠管理により誤操作を防

止する設計とする。 

記載表現の相違

記載表現の相違 

対策の相違 
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2 について 

発電用原子炉の運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応操作に必要な各種指示

計、発電用原子炉を安全に停止するために必要な原子炉保護設備及び工学的安全施設関係の

操作盤は、中央制御室に集中して設ける。 

また、中央制御盤は盤面機器(操作器、指示計、警報表示)をシステム毎にグループ化した

配列及び色分けによる識別や操作器のコード化(色、形状、大きさ等の視覚的要素での識別)

等を行うことで、通常運転、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において運転員の

誤操作を防止するとともに、容易に操作ができる設計とする。 

現場操作が必要な安全施設について、プラントの安全上重要な機能に障害をきたすおそれ

がある現場の機器・弁や外部環境に影響を与えるおそれのある現場の機器・弁に対して、色

分けによる識別管理や視認性の向上を行い、操作を容易にする設計とする。 

当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環

境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件(地震、

内部火災、内部溢水、外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙、有毒ガス及び降下火砕物によ

る操作雰囲気の悪化)を想定しても、運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に

対応するための設備を中央制御室において容易に操作することができる設計とするととも

に、現場操作についても運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時に操作が必要な箇所は

環境条件を想定し、適切な対応を行うことにより容易に操作することができる設計とする。 

想定される環境条件とその措置は次のとおり。 

(地震) 

中央制御室及び中央制御盤は、耐震性を有する原子炉補助建屋内に設置し、基準地震動に

よる地震力に対し必要となる機能が喪失しない設計とする。また、中央制御室内に設置する

制御盤等は床等に固定することにより、運転操作に影響を与えず容易に操作できる設計とす

る。さらに、運転員机に手摺を設置し、地震発生時における運転員の安全確保及び制御盤上

の操作器への誤接触を防止できる設計とする。 

現場操作については、操作対象設備が基準地震動による地震力に対して機能喪失せず、現

場操作場所へのアクセスルートも確保される設計とする。

第２項について 

発電用原子炉の運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の対応操作に必要な各種指示

の確認及びへ発電用原子炉を安全に停止するために必要な安全保護回路並びに工学的安全

施設関係の操作盤は，中央制御室から操作が可能な設計とする。 

また，中央制御室の制御盤は，盤面器具（指示計，記録計，操作器具，表示装置，警報

表示）を系統毎にグループ化して主制御盤に集約し，操作器具の統一化（色，形状，操作

方法）等を行うことで，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において

運転員の誤操作を防止するとともに，容易に操作ができる設計とする。 

中央制御室以外における操作が必要な安全施設について，プラントの安全上重要な機能

に支障をきたすおそれがある機器・弁等に対して，色分けや銘板取り付けなどの識別管理

や視認性の向上を行い，運転員の操作を容易にする設計とする。 

当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環

境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件（地

震，内部火災，内部溢水，外部電源喪失並びにばい煙，有毒ガス，降下火砕物及び凍結に

よる操作雰囲気の悪化）を想定しても，運転員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故に対応するための設備を中央制御室において容易に操作することができる設計とすると

ともに，現場操作についても運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時に操作が必要な

箇所は環境条件を想定し，適切な対応を行うことにより容易に操作することができる設計

とする。 

想定される環境条件とその措置は次のとおり。

（地震） 

中央制御室及び制御盤は，耐震Ｓクラスの原子炉建屋付属棟内に設置し，基準地震動に

よる地震力に対し必要となる機能が喪失しない設計とする。また，制御盤は床等に固定す

ることにより，地震発生時においても運転操作に影響を与えない設計とする。さらに，制

御盤に手すりを設置するとともに天井照明設備には落下防止措置を講じることにより，地

震発生時における運転員の安全確保及び制御盤上の操作器具への誤接触を防止できる設計

とする。 

操作対象設備は，耐震Ｓクラスの原子炉建屋及び原子炉建屋付属棟内に設置されてお

り，基準地震動による地震力に対して機能喪失しない設計とする。 

記載表現の相違

記載表現の相違 

対策の相違 

環境評価の相違 

記載表現の相違 

設備名称の相違 

記載方針の相違 

記載表現の相違 

記載方針の相違 
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(内部火災) 

中央制御室に消火器を設置するとともに、火災が発生した場合の運転員の対応を規定類に

定め、運転員による速やかな消火を行うことで運転操作に影響を与えず容易に操作できる設

計とする。 

現場操作が必要となる対象設備は、「1.6.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本

方針」による設計とすることで、火災発生防止、火災感知及び消火並びに火災の影響軽減の

措置を講じ、容易に操作できる設計とする。 

(内部溢水) 

中央制御室周りには、溢水源となる機器を設けない設計とする。また、中央制御室周りの

消火作業に伴う溢水についても、運転操作に影響を与えず容易に操作できる設計とする。 

現場操作が必要となる対象設備は、「1.7 溢水防護に関する基本方針」による設計とす

ることで、溢水が発生した場合においても安全機能を損なわず、容易に操作できる設計とす

る。 

(外部電源喪失) 

地震、風(台風)、竜巻、積雪、落雷、森林火災、火山の影響に伴い外部電源が喪失した場

合には、ディーゼル発電機が起動することにより操作に必要な照明用電源を確保し、容易に

操作できる設計とする。 

また、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動

力電源設備から開始されるまでの間においても、専用の無停電電源装置から給電される照明

により中央制御室における運転操作に必要な照明を確保し、容易に操作できる設計とする。 

現場操作が必要となる対象設備は、「10.11 安全避難通路等」による設計とすることで

必要な照明を確保し、容易に操作できる設計とする。 

(ばい煙等による操作雰囲気の悪化) 

火災等により発生する燃焼ガスやばい煙、有毒ガス及び降下火砕物による中央制御室内の

操作雰囲気の悪化に対しては、中央制御室の空調系を閉回路循環運転とし、外気を遮断する

ことにより運転操作に影響を与えず容易に操作できる設計とする。 

建屋内の現場操作に対しては、空調設備を停止することにより外気を遮断し、運転操作に

影響を与えず容易に操作できる設計とする。また、屋外の現場操作に対しては、時間余裕を

確保し環境が回復した後に操作する設計とする。

（内部火災） 

中央制御室に粉末消火器又は二酸化炭素消火器を設置するとともに，常駐する運転員に

よって火災感知器及び火災報知設備による早期の火災感知を可能とし，火災が発生した場

合の運転員の対応を社内規程に定め，運転員による速やかな消火を行うことで運転操作に

影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

現場操作が必要となる対象設備は，「1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基

本方針」による設計とすることで，火災発生防止，火災感知及び消火並びに火災の影響軽

減の措置を講じ，容易に操作できる設計とする。 

（内部溢水） 

中央制御室内には溢水源となる機器を設けない設計とする。また，火災が発生したとし

ても，運転員が火災状況を確認し，粉末消火器又は二酸化炭素消火器にて初期消火を行う

ことで，消火水による溢水により運転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とす

る。 

現場操作が必要となる対象設備は，「1.6 溢水防護に関する基本方針」による設計と

することで，溢水が発生した場合においても安全機能を損なわず，容易に操作できる設計

とする。

（外部電源喪失） 

中央制御室における運転操作に必要な照明は，地震，竜巻・風（台風），積雪，落雷，

外部火災（森林火災）及び降下火砕物に伴い外部電源が喪失した場合には，非常用ディー

ゼル発電機からの給電により，操作に必要な照明用電源を確保し，容易に操作ができる設

計とする。 

全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電

源設備から開始されるまでの間においても操作できるように，直流非常灯及び蓄電池内蔵

型照明を設置することにより，容易に操作ができる設計とする。

現場操作が必要となる対象設備は，「10.11 安全避難通路等」による設計とすること

で必要な照明を確保し，容易に操作できる設計とする。 

（ばい煙等による操作雰囲気の悪化） 

ばい煙，有毒ガス及び降下火砕物による中央制御室内の操作雰囲気の悪化に対しては，

手動で中央制御室換気系の給気隔離弁及び排気隔離弁を閉止し，閉回路循環運転を行うこ

とで外気を遮断することから，運転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

建屋内の現場操作に対しては，外気取り入れ運転を行っている建屋換気系は，外気取り

入れ口にフィルタを設置しているため，運転操作に影響を与えず容易に操作できる設計と

する。また，換気系を停止することにより外気取り入れを遮断し，運転操作に影響を与え

ず容易に操作できる設計とする。 

設備名称の相違 

記載表現の相違 

記載表現の相違 

設備名称の相違 

設備名称の相違 

記載表現の相違 

記載方針の相違 



（6/8）

赤字：設備，運用又は体制の相違（設計方針の相違）

青字：記載箇所又は記載内容の相違（記載方針の相違）

緑字：記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし）

玄海３，４号(2016年9月20日版) 東海第二発電所 相違点 

1.4 設備等 

6.10 制御室 

6.10.1 通常運転時 

6.10.1.2 中央制御室 

6.10.1.2.1 設計方針 

中央制御室及び中央制御盤は、以下の方針を満足するように設計する。 

(1)発電用原子炉施設の通常運転、安全停止及び事故の対応に必要な計測制御装置を、中央制

御盤上で集中監視、制御及び必要な手動操作を行うことができる設計とする。 

(2)中央制御盤の配置及び操作器具の盤面配置等については人間工学的な操作性を考慮し設計

する。また、中央制御室にて同時にもたらされる環境条件(地震、内部火災、内部溢水、

外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙、有毒ガス及び降下火砕物による操作雰囲気の悪

化)を想定しても安全施設を容易に操作することができる設計とする。 

6.10.1.2.2 主要設備 

(1) 中央制御盤 

中央制御盤は、原子炉制御設備、プロセス計装設備、原子炉保護設備、工学的安全施設、

タービン設備、電気設備等の計測制御装置を設けた主盤、補助盤等で構成し、プラントの

通常運転時、安全停止及び事故の対応に必要な操作器、指示計、記録計、CRT 表示装置及び

警報装置等を運転員の操作性並びに人間工学的観点からの考慮をして設置する。 

なお、中央制御盤は盤面機器(操作器、指示計、警報表示)をシステム毎にグループ化し

た配列及び色分けによる識別や操作器(コントロールスイッチ)のコード化(色、形状、大き

さ等の視覚的要素での識別)等を行うことで、通常運転、運転時の異常な過渡変化及び設計

基準事故時において運転員の誤操作を防止するとともに容易に操作ができるものとする。 

（凍結による操作環境への影響） 

中央制御室の換気系により環境温度が維持されることで，運転操作に影響を与えず容易

に操作ができる設計とする。 

建屋内の現場操作に対しては，建屋換気系により環境温度が維持されるため，運転操作

に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

1.4 設備等 

6.2 制御室 

6.2.1 通常運転時等 

6.2.1.2 中央制御室 

6.2.1.2.1 設計方針 

中央制御室及び中央制御盤は，以下の方針を満足するように設計する。 

(1) 発電用原子炉施設の通常運転，安全停止及び事故の対応操作に必要な各種指示の確認及

び発電用原子炉を安全に停止するために必要な安全保護回路並びに工学的安全施設関係の

操作盤は，中央制御室から操作が可能な設計とする。また，制御盤は誤操作，誤判断を防

止できるよう配慮した設計とする。

(2) 中央制御盤の配置及び操作器具の盤面配置等については人間工学的な操作性を考慮し設

計する。また，中央制御室にて同時にもたらされる環境条件（地震，内部火災，内部溢

水，外部電源喪失並びにばい煙，有毒ガス，降下火砕物及び凍結による操作雰囲気の悪

化）を想定しても安全施設を容易に操作することができる設計とする。 

6.2.1.2.2 主要設備 

(1) 中央制御盤 

中央制御室制御盤は，主制御盤及び補助制御盤から構成されており，プラントの通常運

転時、停止及び事故の対応に必要な操作器、指示計、記録計、CRT 表示装置及び警報装置

等を運転員の操作性並びに人間工学的観点からの考慮をして設置する。 

また，中央制御室の制御盤は，盤面器具（指示計，記録計，操作器具，表示装置，警報

表示）を系統毎にグループ化して主制御盤に集約し，操作器具の統一化（色，形状，操作

方法）等を行うことで，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において

運転員の誤操作を防止するとともに，容易に操作ができるものとする。 

環境評価の相違 

章立ての相違 

記載表現の相違 

記載方針の相違

環境評価の相違 

章立ての相違

記載表現の相違 

設備名称の相違 

記載表現の相違 
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(2)中央制御室 

中央制御室(3号及び 4号炉共用)は、原子炉補助建屋内に設置し、1 次冷却系統に係る発電

用原子炉施設の損壊又は故障が発生した場合に、従事者が支障なく中央制御室に入ることが

できるよう、これに連絡する通路及び出入するための区域を多重化する。また、中央制御室

内にとどまり必要な操作、措置を行う運転員が過度の被ばくを受けないよう施設し、運転員

の勤務形態を考慮し、事故後 30日間において、運転員が中央制御室に入り、とどまっても、

中央制御室遮へいを透過する放射線による線量、中央制御室に侵入した外気による線量及び

入退域時の線量が、中央制御室空調装置等の機能とあいまって、「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則の解釈」に示される 100mSv を下回るように遮へいを設ける。換気系統は他と独立

して設け、事故時には外気との連絡口を遮断し、中央制御室非常用循環フィルタユニットを

通る閉回路循環方式とし運転員その他従事者を過度の放射線被ばくから防護する設計とする.

外部との遮断が長期にわたり、室内の雰囲気が悪くなった場合には、外気を中央制御室非常

用循環フィルタユニットで浄化しながら取り入れることも可能な設計とする。また、室内の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障のない範囲であることを把握できるよう、酸素濃

度計及び二酸化炭素濃度計を保管する。 

発電用原子炉施設に影響を及ぼす可能性のあると想定される自然現象等や発電所構内の状

況を把握するため遠隔操作及び暗視機能等を持った監視カメラを設置し、中央制御室で監視

できる設計とする。 

中央制御室は、当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時にも

たらされる環境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境

条件(地震、内部火災、内部溢水、外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙、有毒ガス及び降下

火砕物による操作雰囲気の悪化)を想定しても、適切な措置を講じることにより運転員が運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作ができるものとす

る。 

中央制御室で想定される環境条件とその措置は次のとおり。 

(地震) 

中央制御室及び中央制御盤は、耐震性を有する原子炉補助建屋内に設置し、基準地震動に

よる地震力に対し必要となる機能が喪失しないものとする。また、運転員机に手摺を設置

し、地震発生時における運転員の安全確保及び制御盤上の操作器への誤接触を防止するとと

もに天井照明設備には落下防止措置を講じる。 

(2) 中央制御室 

中央制御室は，原子炉建屋原子炉棟内に設置し，発電用原子炉施設の損壊又は故障が発

生した場合に，従事者が支障なく中央制御室に入ることができるよう，これに連絡する通

路及び出入するための区域を多重化する。また，中央制御室内にとどまり必要な操作，措

置を行う運転員が過度の被ばくを受けないよう施設し，運転員の勤務形態を考慮し，事故

後 30日間において，運転員が中央制御室に入り，とどまっても中央制御室遮蔽を透過す

る放射線による線量，中央制御室に侵入した外気による線量及び入退域時の線量が，中央

制御室換気系等の機能とあいまって，「実用発電用原子炉及びその他の附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則の解釈」に示される 100mSv を下回るような遮蔽を設ける。換気系統は他と

独立して設け，事故時には外気との連絡口を遮断し，中央制御室換気系フィルタユニット

を通る閉回路循環運転とし，運転員その他従事者を過度の放射線被ばくから防護する設計

とする。外部との遮断が長期にわたり，室内の雰囲気が悪くなった場合には，外気を中央

制御室換気系フィルタユニットで浄化しながら取り入れることも可能な設計とする。ま

た，室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障のない範囲であることを把握できる

よう，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を保管する。 

発電用原子炉施設に影響を及ぼす可能性のあると想定される自然現象等や発電所構内の

状況を把握するため遠隔操作及び暗視機能等を持った監視カメラを設置し，中央制御室で

監視できる設計とする。 

中央制御室は，当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時に

もたらされる環境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる

環境条件（地震，内部火災，内部溢水，外部電源喪失並びにばい煙，有毒ガス，降下火砕

物及び凍結による操作雰囲気の悪化）を想定しても，適切な措置を講じることにより運転

員が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作ができ

るものとする。 

中央制御室で想定される環境条件とその措置は次のとおり。 

（地震） 

中央制御室及び制御盤は，耐震Ｓクラスの原子炉建屋付属棟内に設置し，基準地震動に

よる地震力に対し必要となる機能が喪失しないものとする。また，制御盤は床等に固定す

ることにより，地震発生時における運転操作に影響を与えないものとする。さらに，制御

盤に手すりを設置し，地震発生時における運転員の安全確保及び制御盤上の操作器具への

誤接触を防止するとともに天井照明設備には落下防止措置を講じる。 

設備名称の相違 

（「(2)中央制御室」は，他条

文も含まれた記載であるた

め，「第 10条 誤操作の防止」

に関する記載箇所を下線に

て示す。） 

環境評価の相違 

記載表現の相違 

記載方針の相違 

設備名称の相違 
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(内部火災) 

中央制御室に消火器を設置するとともに、火災が発生した場合の運転員の対応を規定類に

定め、運転員による速やかな消火を行うことで運転操作に影響を与えず容易に操作ができる

ものとする。 

(内部溢水) 

中央制御室周りには、地震時に溢水源となる機器を設けない。また、中央制御室周りの火

災のための消火栓による溢水についても、運転操作に影響を与えず容易に操作ができるもの

とする。 

(外部電源喪失) 

中央制御室における運転操作に必要な照明は、地震、風(台風)、竜巻、積雪、落雷、森林

火災、火山の影響に伴い外部電源が喪失した場合には、ディーゼル発電機が起動することに

より操作に必要な照明用電源を確保し、容易に操作ができるものとする。 

また、全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動

力電源設備から開始されるまでの問においても、専用の無停電電源装置から給電される照明

により運転操作に必要な照明を確保し、容易に操作ができるものとする。 

(ばい煙等による中央制御室内雰囲気の悪化) 

中央制御室外の火災等により発生する燃焼ガスやばい煙、有毒ガス及び降下火砕物による

中央制御室内の操作雰囲気の悪化を想定しても、中央制御室空調装置の外気取入を手動で遮

断し、閉回路循環方式に切り替えることにより、運転操作に影響を与えず容易に操作ができ

るものとする。 

（内部火災） 

中央制御室に粉末消火器又は二酸化炭素消火器を設置するとともに，常駐する運転員によ

って火災感知器及び火災報知設備による早期の火災感知を可能とし，火災が発生した場合の

運転員の対応を社内規程に定め，運転員による速やかな消火を行うことで運転操作に影響を

与えず容易に操作ができるものとする。 

（内部溢水） 

中央制御室内には溢水源となる機器を設けない設計とする。また，火災が発生したとして

も，運転員が火災状況を確認し，粉末消火器又は二酸化炭素消火器にて初期消火を行うこと

で，消火水による溢水により運転操作に影響を与えず容易に操作ができるものとする。 

（外部電源喪失） 

中央制御室における運転操作に必要な照明は，地震，竜巻・風（台風），積雪，落雷，外

部火災（森林火災）及び降下火砕物に伴い外部電源が喪失した場合には，非常用ディーゼ

ル発電機からの給電により，操作に必要な照明用電源を確保し，容易に操作ができるもの

とする。 

全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源

設備から開始されるまでの間においても操作できるように，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照

明を設置することにより，容易に操作ができるものとする。 

（ばい煙等による操作雰囲気の悪化） 

ばい煙，有毒ガス及び降下火砕物による中央制御室内の操作雰囲気の悪化に対しては，手

動で中央制御室換気系の給気隔離弁及び排気隔離弁を閉止し，閉回路循環運転を行うことで

外気を遮断することから，運転操作に影響を与えず容易に操作ができるものとする。 

（凍結による操作環境への影響） 

中央制御室の換気系により環境温度が維持されることで，運転操作に影響を与えず容易に

操作ができるものとする。
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